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共働 き女性の ワ-ク ・フ ァミ リー ・コンフ リク トへ の対処

― 夫婦の関係性の観点から―

名古屋大学 加 藤 容 子

Coping Strategies for Work-family Conflict
― From the Viewpoint of Marital Relationship ―

Yoko KATO
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This study investigates married working women's coping strategies for
work-family conflicts and the subsequent changes that take place in their
marital relationship. Semi-structured interviews were conducted among 42
women. The subjects were classified into 4 groups according to two criteria:
dyadic consensus of recognition and power balance. The results showed that the
coping methods used to resolve work-family conflicts and the subsequent
changes were different among the 4 groups. Results suggest that integrating the

perspective of marital relationships useful when we examine now coping
methods are selected to resolve work-family conflict.
Key Words:work-family conflict, coping, marital relationship, married
working women.

問 題

近年,社 会の変動にともなって,夫 婦ともに働く共働

き夫婦が増加 している。平成13年 に総務庁統計局 ・統計

センターが行った労働力調査によると,夫 と妻ともに就

業 している世帯は全世帯の45.6%で ある(総 務庁統計局

2001)。 このような状況において,仕 事 と家庭の両立に

ともなう困難は現在多 くの関心を集めている。

仕事と家庭を両立することによるネガティブな影響と

してワーク ・ファミリー ・コンフリク トと呼ばれる概念

が提唱されている。これは仕事役割と家庭役割の役割間

葛藤であり,仕 事役割か らの圧力が家庭役割からの圧力

と矛盾する時に生 じる葛藤で あると定義 されてい る

(Greenhause&Beutell,1985;Kahn,wolf,Quinn,

Snoek,&Rosenthal,1964)。

わが国におけるワーク ・ファミリー ・コンフリクトに

関す る実証的研究 と して は,Matsui,Ohsawa,&

Onglatco(1995),金 井 ・若林(1998),金 井(2002)

が ある。Matsuiら(1995)は フルタイムの女性を対象

として,育 児負担がワーク ・ファミリー ・コンフリクト

を高めていることを明 らかにした。金井 ・若林(1998)

は パ ー トタイ ム の女 性 を対 象 と し,ワ ー ク ・フ ァ ミリー ・

コ ン フ リ ク トの規 定 要 因 は子 ど もの数,勤 務 時 間 な どで

あ る こ とを 見 出 した 。 ま た 金井(2002)は フル タイ ム の

男女 を 対 象 と して,仕 事 時 間 関与 や仕 事 過 重,家 事 時 間

関 与 や 家 事過 重 な どが ワー ク ・フ ァ ミリー ・コ ン フ リ ク

トを 高 め て い る こ とを 示 した。 この よ うに ワー ク ・フ ァ

ミリー ・コ ン フ リ ク トの 規 定要 因 と して,家 庭 領域 と仕

事 領域 の2つ の領 域 に お け る要 因 を視 野 に 入 れ る べ き こ

と は 国 外 の 研 究 に お い て も認 め ら れ て い る(Aryee,

1992;Frone,Russell,&Cooper,1992;Kinnunen&

Mauno,1998な ど)。

また ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ン フ リ ク トへ の 対 処 行 動

に つ い て 見 て み る と,Matsuiら(1995)は,ワ ー ク ・

フ ァ ミリー ・コ ン フ リク トは生 活 緊張 感 を 高 あ るが,そ

の生 活 緊張 感 は家 庭 役割 の 再 定義 とい う対 処行 動 に よ っ

て 緩 和 され る と報 告 して い る。 さ らに 国 外 の研 究 に お い

て も,対 処行 動 が共 働 き生 活 の ス トレス を緩 和 す る効 果

が あ る こ とが報 告 され て い る(Paden&Buehler,199

5な ど)。 ま た 金井 ・若林(1998)は,生 じた ワー ク ・フ ァ

ミリ ー ・コ ン フ リ ク トは仕 事意 欲 や仕 事 満 足度 との 間 に

逆U字 型 の 関 係 の あ る こ と,つ ま り適 度 な ワー ク ・フ ァ
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ミリー ・コンフリクトが意欲や満足度を高めるという結

果を見出した。 この関係の説明要因としては仕事の質や

職場環境などいくつか考えられると思うが,こ こで対処

行動の視点を導入 して考察すると,コ ンフリクトの程度

が適度であれば,そ れに対する対処行動の成功可能性は

高 くなり,そ の成功体験が意欲や満足感を高める,一 方,

コ ンフリク トが高すぎると対処できず不健康度を増し,

反対にコンフリク トが低すぎると対処が不必要 となり対

処に成功 したときの効力感 も得 られないと考えることが

できる。

これ らのことから,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリク

トへの対処行動の成功体験はワーク ・ファミリー ・コン

フリク トによるネガティブな影響を緩和 し,意 欲や満足

感といったポジティブな影響をもたらすと考えられる。

したがって,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリクトへの対

処行動についてさらに知見を積み,ス トレス緩和のメカ

ニズムを解明することは重要である。

この対処行動についての欧米諸国における研究を概観

すると,Hall(1972)は,Type I:構 造的な役割再定

義(役 割行動の内容を構成 しなおす。役割関連内外の人

か らサポー トを得る。など),Type II:個 人 内の役割

再定義(役 割の優先順位をつける。役割の要求水準を下

げる。など),Type III:反 応 的な役割行動(能 率 を向

上させて役割をこなす。すべての役割の要求に見合 うよ

うによりがんばる。など)の3種 類の対処行動を示 して

いる。またPaden&Buehler(1995)は,計 画(plan

ning;役 割 を統合 したり優先 したり,よ り効率的に働

いたりして仕事や家庭の活動を構成する),サ ポー ト要

請(seeking support),引 き こもり(withdrawing;

ス トレスフルな状況や責任を避ける),認 知 的再構成

(cognitive restmcturing;ス トレスフルでネガティブ

な状況をニュー トラルもしくはポジティブな経験 と再定

義する),仕 事 の責任性の制限(limiting job respon

sibilities)の5つ に分類 している。 さ らにWirsma

(1994)は 家事(domestic chores),社 会 的関係の維

持(maintaining social relations),役 割 サイ クル

(role cycling),転 勤(job mobility),社 会 的圧力

(social pressure),配 偶者 との競合(competition)

とい うワーク ・ファミリー ・コンフリクトの生 じる6領

域を設定 し,各 領域での実際的な対処行動を整理 した。

以上,欧 米における研究を概観 したが,そ の一方で我

が国のワーク・ファミリー ・コンフリクトへの対処行動

に関する研究はほとんど行われていない。したがって,

本研究ではまず探索的にワーク・ファミリー・コンフリ

ク トへの対処行動を検討することを目的とする。

そこで,対 処行動に影響を与える要因について考える

と,そ れは仕事領域の要因,家 庭領域の要因,個 人のパー

ソナリティ要因など多岐にわたる要因が想定される。本

研究では,ワ ーク・ファミリー ・コンフリクトへの対処

は仕事領域よりも家庭領域の方が行いやすいと示唆 した

Higgins,Duxbury,&Irving(1992)な どの先行研

究に従い,特 に家庭領域に注目し,そ の中核的存在であ

る夫婦の関係性を取 り上げることとする。夫婦の関係性

については,宇 都宮(1999)に お いても夫婦人生を通 し

て探求される重要なテーマになっていることが指摘され

ている。そうであれば,家 庭役割と仕事役割という人生

の主要な役割に関するワーク・ファミリー ・コンフリク

トへの対処行動にも,夫 婦の関係性は何らかの影響力を

持っことが予測 される。 しかし夫婦の関係性をとらえる

指標 としては,満 足感や幸福感,就 業形態および結婚へ

のコミットメントなどがあり(宇 都宮,1999),一 義 で

はない。そこで,対 処行動に影響を与えると考えられる

夫婦の関係性をどのように考えるかを検討するために,

夫婦の関係性を扱 っている研究を概観する。

ワーク ・ファミリー ・コンフリクトへの対処行動と夫

婦の関係性について直接扱 っている研究はないが,家 庭

ス トレスや仕事ス トレスへの対処行動と夫婦の関係性に

ついてはAnderson&Leslie(1991)が 研 究を行って

いる。彼 らは夫婦を,一 方だけが就業している伝統型夫

婦(traditional),共 働 きで2人 ともホワイ トカラーで

ある夫婦(dual-career),共 働 きで2人 ともブルーカ

ラーである夫婦(dual-job),共 働 きで一方がホワイ ト

カ ラー,一 方 がブルーカ ラーで あ る夫 婦(mixed

status)の4群 に分け,家 庭ス トレスや仕事ストレスへ

の対処行動に違いがあるかを調べた。その結果,共 働き

夫 は伝統型夫 に比 べて受動 的問題適応(passively

accepting the problem)や 問題の再定義(reframing

the problem to make it more manageable)を よ く

用いる,伝 統型妻 が精神 的サポー ト要請(seeking

spiritual support)に 頼 るのに対 して共働 き妻 は問題

の再定義(reframing the problem to make it more

manageable)を 用 いるといったように,伝 統型夫婦

と共働き夫婦 との間には違いがあることが明らかになっ

た。 しかしdual-career,dual-job,mixed statusと

い う共働 きの3形 態の間には違いが見られなかった。こ

のように,家 族ス トレスや仕事ストレスに対する対処行

動が異なるという結果が一部得られたことから,ワ ーク・

ファミリー ・コンフリクトへの対処行動について検討す

る際にも夫婦の関係性に注目することは有用であると言

える。ただし3種 類の共働き夫婦の間には違いが見出さ

れなかった点については,夫 婦を分類する観点として職

種という客観的指標を用いたたあと考えられる。そこで
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本研究においては,ワ ーク・ファミリー ・コンフリク ト

への対処行動の選択に影響を与えると考えられる夫婦の

関係性を,客 観的指標ではなく心理的指標によってとら

えることを試みる。そしてこの夫婦の関係性の構成概念

を探索的に検討することとする。

以上より,本 研究では夫婦の関係性がワーク ・ファミ

リー ・コンフリクトへの対処行動を規定するかどうかを

検討するために,半 構造化面接によって得られた質的デー

タを以下の順序にそって分析する。まず第1に,面 接で

語 られたワーク・ファミリー ・コンフリク トがどのよう

な内容のコンフリクトであるかを明らかにする。この分

析ステップは以降の分析の前提 として位置づけられる。

第2に ワーク・ファミリー ・コンフリク トへの対処行動

にはどのようなものがあるかを類型する。そして第3に,

対処行動の選択に影響を与えると考えられる夫婦の関係

性を抽出する。さらに第4と して,夫 婦の関係性の違 い

によってワーク・ファミリー ・コンフリク トへの対処行

動が異なるかどうか,ま たどのように異なっているのか

を検証する。なお,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリクト

は男性より女性の方が多 く経験されていること(例 えば

Duxbury,Higgins,&Lee,1994な ど)か ら,今 回 は

女性のみを研究の対象とした。

方 法

面接対象

夫婦で共働きをしているA県 在住の女性42人 を調査

対象とした。対象者の年齢は平均39.3歳(22～61歳,20

代:4人,30代:15人,40代:17人,50代:4人,60代:

2人)で ある。職種は会社員(10人),地 方 自治体職員

(7人),教 師(6人),看 護師(6人),保 育士(7人),

自営業(2人)で あり,就 業形態はフルタイム(26人)

とパー トタイム(12人)の 両方が含まれた。また家庭役

割と家庭外の役割の両方を担っているという点では,家

庭外の役割は仕事のみではなく,学 生という立場でも同

じようであると判断 し,学 生である対象者 も4人 含んで

いる。本来はワーク ・ファミリー ・コンフリクトがもっ

とも多 く体験される,幼 児をもちフルタイムで働く女性

を対象にするところであるが,今 回は探索的な試みとし

て幅広 く対象を選択 した(表4)。

面接期日

調査は平成10年10月 か ら12月,平 成11年3月 および8

月に行われた。

面接方法

半構造化面接を行った。質問内容は(1)ワーク ・ファミ

リー ・コンフリクトについて"家 庭と仕事を両立する上

で大変なこと,困 ったことはどんなことがあるか",(2)

対 処 行 動 に つ い て"困 った こ とに ど う対 応 して い るか"

の2点 で あ った。 ま た夫 婦 の 関係 性 に つ い て は直 接 的 な

質 問 は行 わ ず,面 接 の 中 で夫 婦 の 関係 性 に つ い て 語 られ

た と き にそ れ を丁 寧 に 聞 い た。 ま た以 上 の2点 に つ い て

は現 在 の 状 況 が 語 られ る こ と と,"一 番 大 変 だ った の は

子 ど もが 小 さか った 頃"と い うよ うに過 去 の こ とが 回 顧

的 に語 られ る こ との2通 りが あ った。 基 本 的 な 聞 き取 り

の ス タ イル と して,対 象 者 の 自発 的 な話 を さえ ぎ らな い

よ う心 が けた 。

手 続 き

対 象 者 に は事前 に 面接 の 目 的 を 明 らか に した 文 書 に よ

り了 解 を 得,個 別 面 接 を実 施 した。 実 施 場 所 は,対 象 者

の 職場,児 童 館 や学 童 保 育 所 の一 室,面 接者 の 自宅,対

象 者 の 自宅,喫 茶店 で あ った。 プ ライ バ シー の 保 護 を 前

提 と して カ セ ッ トテ ー プ で の録 音 を依 頼 した と ころ,42

人 中10人 以 外(6人 は拒 否,4人 は面 接 場 所 の 録 音 状 況

の 不適 切 さ)か ら承 諾 を得 た。 録 音 で き な い10人 に つ い

て は筆 記 で の記 録 とな った。

結 果

1. ワ ー ク ・フ ァ ミ リ ー ・コ ン フ リ ク トの 検 討

ワー ク ・フ ァ ミリー ・コ ンフ リク トへ の対 処 を分 析 す

る前 に,対 処 行 動 の前 提 と な る ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ

ン フ リ ク トの有 無 に つ いて 検 討 した。 そ の結 果,2事 例

に お い て ワー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ンフ リク トの定 義 に 合

う状 況 が語 られ て い なか っ た た め,そ の2事 例 は分 析 対

象 か ら除 く こ と と した。 したが って 分 析 対 象 は40事 例 と

な った。

次 に,語 られ た ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ン フ リ ク トが

どの よ うな種 類 の コ ンフ リク トで あ る か を 検討 した。 そ

の 際,先 行 研 究 に お いて 用 い られ て い る ワー ク ・フ ァ ミ

リー ・コ ンフ リク トの分 類 枠 に準 拠 した。 ワー ク ・フ ァ

ミリー ・コ ンフ リク トの分 類 枠 は以 下 の通 りで あ る。 ま

ず,一 方 の役 割 が他 方 の役 割 を妨 げ る とい う方 向性 に つ

い て 「ワ ー ク→ フ ァ ミ リー ・コ ンフ リク ト」 と 「フ ァ ミ

リー→ ワ － ク ・コ ン フ リ ク ト」 に 分 類 さ れ る(Frone

et,al.,1992;Kinnunen&Mauno,1998;Matsui et,

aL,1995;Netemeyer,Boles,&McMurrian,1996 な

ど)。 ま た ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ン フ リ ク トが 生 じ る

規定 因 に注 目 した 「時 間 ベ ー ス」 「ス トレ イ ンベ ー ス 」

「行 動 ベ ー ス」 の3種 類 の コ ン フ リ ク トに分 け られ る

(Greenhause&Beutell,1985;Stephers&Sommer,

1996)。 さ らにWirsma(1994)は 上 記 の コ ン フ リ ク ト

以 外 に,心 理 的 ベ ー スの コ ン フ リク トと して 「役 割 の質

(性 役 割 との 矛 盾,規 範 上 の ジ レ ンマ,配 偶 者 と の キ ャ

リア の競 合,夫 婦 ど ち らか の 転 勤 な ど)」 を 提 示 し た 。
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表1　 ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ン フ リク トの 類 型

a) 人数 は重複回答を含む。

表2　 ワ ー ク ・フ ァ ミ リー ・コ ンフ リク トへ の対 処 行 動 の 類 型

a) 人数 は重複回答を含む。
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これらの分類枠にしたがって本調査で報告されたワーク・

ファミリー ・コンフリクトを検討したところ表1の よう

に分類され,特 にワーク→ ファミリー方向の時間ベース

のコンフリクトである 「家庭での時間不足」の反応人数

が24,ま た ワーク→ファミリー方向の役割の質 コンフリ

クトである 「母親役割不達成の罪悪感」が23と,50%以

上の出現率で報告された。一方,ワ ーク→ ファミリー方

向の行動ベース,フ ァミリー→ ワーク方向のス トレイン

ベースと行動ベース,役 割の質のコンフリク トにおいて

は報告例が見出されなかったため,本 研究で検討する対

処行動 はこれら以外のワーク・ファミリー ・コンフリク

トに対する対処行動となった。 したがって,今 回報告さ

れなかった種類のワーク ・ファミリー ・コンフリク トへ

の対処行動については,今 後の検討課題として残された。

2. ワ-ク ・フ ァミリー ・コンフ リク トへ の対処

行動

対処行動を分類 ・整理するためにKJ法(川 喜 田,

1967)を 用 いた。また,デ ータには現在の状況が語 られ

たものと回顧的に語 られたものの両方が含まれたが,今

回はその点については考慮せず,内 容を同じように分析

した。

まず,語 られたワーク ・ファミリー ・コンフリク トへ

の対処行動をカー ドに転記 したところ,109の 対 処行動

が抽出された。その後,そ れらのカードを意味内容によっ

てまとめた結果,「 夫婦での対処」と 「個人の対処」 と

いう大カテゴリー,「個人の対処」の中に 「他者巻 き込

み対処」「仕事量低減対処」「取 り込み対処」の中カテゴ

リー,さ らに中カテゴリーの中にそれぞれ2つ ないし3

つの小カテゴリーが作成された(表2)。 これ らの対処

行動の中で も,個 人の対処の中の他者巻き込み対処とし

ての 「サポー ト要請」は30人 に報告され,71.4%と 高 い

出現率となった。

ここで,こ れ らの対処行動がさまざまな属性を持った

多様なデータに適合するかどうかを検討 した。本研究の

対象者は,就 業形態や年齢,子 どもの有無について条件

を統制することな く幅広く選ばれているたあである。ま

ず表2に 示された対処のうち 「母親役割不達成の補償」

に注目する。この対処は子どもがいることが前提 とされ

たものである。 したがってこの行動を含んだ8種 類の対

処行動の選択を検討する際に,子 どもがいるデータとい

ないデータとが混在したままであることは不適切である。

ただしこの対処行動は1つ の重要な意味内容を持 ってお

り,こ れをワーク・ファミリー ・コンフリク トの対処行

動から除くことは不適当と判断される。 したがって,本

研究で扱われる対処行動は子どもを持つ者を対象とした

行動であると設定 し,子 どもがいない5事 例については

以下の分析か ら除 くこととした。 したがって以降の分析

対象は35事 例 となった。次に,対 象者の就業形態や年代

によって選択される対処行動に違いがあるかを検討 した。

就業形態は役割従事時間の長 さによって(1)フル タイム

(23人)(2)パ ー トタイム・学生(12人)と いう2条 件 を

設定 した。また年代は(1)20～30代(13人)と(2)40～60代

(22人)の2条 件を設定 した。8種 類の対処行動 ごとに,

その選択に就業形態および年代の間隔差があるかをｘ2

検定により検討 した結果,い ずれの対処行動の選択にお

いても条件間に有意な差は見出されなかった。 したがっ

て,抽 出された対処行動は属性によって大きく異なる可

能性は低いと判断 して,分 析を進あることとした(表4)。

加えて,各 対処行動についての対処後の変化について

述べられた内容をその意味内容から整理 した結果,「 夫

婦での対処」では 「スムーズな生活」「夫への感謝」 と

いうポジティブな結果が報告され,「個人の対処」 とカ

テゴライズされた7種 類の対処後の変化は,ポ ジティブ

な変化とネガティブな変化の両方が報告 された(表3)。

なお 「サボート要請」の対処後の変化 としてはポジティ

ブ,ネ ガティブに加えて,回 答されない場合があった。

3. 夫 婦 の関係性の抽 出

対処行動の選択に影響を及ぼすと予想 される夫婦の関

係性について検討した。

対処行動の選択に影響を与えているという文脈で語 ら

れた夫婦の関係性を抽出したところ,142の 内容が得 ら

れた。その後各内容をカー ドに転記 し,そ れらを意味内

容によってまとめた。その結果,「 妻の仕事に対する夫

婦の考え方の一致性」「家事に対する夫婦の考え方の一

致性」「勢力関係」の3っ の小カテゴリーにまとあ られ

た。 このうち 「妻の仕事に対する夫婦の考え方の一致性」

「家事に対する夫婦の考え方の一致性」 は 「認識の一致

性」 という大カテゴリーにまとめられた。 この一致性 と

いう概念は,Spanier(1976)に よる夫婦関係尺度の下

位尺度の一つにもなっており,夫 婦の関係性を示す有用

な視点であると考えられる。 したがって,こ こでカテゴ

ライズされた認識の一致性を夫婦の関係性を示す指標の

一つとした
。またもう一つのカテゴリーである勢力関係

は,佐 藤(1999)に よって,夫 婦関係を構造的に夫婦シ

ステムとしてみる時の枠組みのうちのタテ関係として示

されているものと一致 している。ここから勢力関係を認

識の一致性とは異なる夫婦の関係性を示すもう一つの指

標としてとりあげることとした。なお佐藤(1999)で は,

勢力関係とは夫婦のうちどちらが相手をコントロールす

るかという関係と定義されている。しか しここでは妻側
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表3　 対処後の変化の類型

a) Psは ポ ジテ ィブ,Ngは ネガテ ィブ,naは 無回答を示す。

b) 出現率 は各対処 を した人数を分母 としてい る。

c) 人数 は重複 回答を含む。

の認知のみを分析対象としていることから,一 方が認知

した心理的な勢力関係と定義する。

4. 夫 婦 の関 係性 によ る対 処行 動選 択 の違 い の

検討

ここでは見出された2つ の夫婦の関係性指標,す なわ

ち認識の一致性 と勢力関係によって対象者を分類 し,そ

の分類された群 ごとに,ワ ーク・ファミリー ・コンフリ

ク トへの対処行動および対処後の変化を比較検討する。

夫婦の関係性による分類

認識の一致性については一致 ・不一致の2種 類の評定

基準を設定 し,勢 力関係 については夫上位 ・妻上位 ・

均衡の3種 類の評定基準を設定した。評定は最初にラン

ダムに選んだ10名 分 のデータについて3名(1名 は筆

者,他2名 は心理学系専攻の大学院生)が 独立に行った。

3評 定者中2名 の対ごとに一致率を求めたところ,平 均

81.7%の 一致率を得た。満足できる水準の一致率を見た

ことから,残 りについては筆者が評定 した。

評定の結果,勢 力関係において妻上位は1事 例のみだっ

たことから均衡 と同じカテゴリーに分類することとした。

また,長 年にわたる夫婦関係の中で認識の一致性や勢力

関係が変化 した事例が2件 あったため,こ れらはそれぞ

れ2事例分 として整理 した。 したがって分析 されるデー

タは37事 例 となり,そ れらは認識の一致性と勢力関係の

組み合わせによって,A一 致 ・均衡群(妻 上位1事 例 を

含む;以 下,こ の括弧書 きは省略する)12名,B一 致 ・

夫上位群11名,C不 一致 ・均衡群6名,D不 一致 ・夫上

位群8名 の4群 に整理された。各群の事例の年齢,職 業,

就業形態,夫 の年齢と職業,そ の他の同居家族の年齢と
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表4　 夫婦の関係性の4群 別対象者の属性

*長 期 の間に夫婦の関係性が変化 した同一対象者である
。

**長 期 の間に夫婦の関係性が変化 した同一対象者である
。

a) 週 に6日,1日7時 間の勤務を表す。
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表5　 夫婦の関係性の4群 別家事分担

a) 表中の数字は人数を示 し,括 弧内の数字は各群における割合を示す。なお,50.0%以 上 の割合について

は太字で示す。

表6　 夫婦の関係性の4群 別結婚満足感

a) 表中の数字は人数を示 し,括 弧内の数字は各群における割合を示す。なお,50.0%以 上 の割合につ いて

は太字で示す。

いった属性を表4に 示す。

これ らの夫婦の関係性の類型の妥当性を検討するため

に,勢 力関係の現れと考えられる家事分担状況 と,夫 婦

の認識の一致性や良好な関係性を反映する結婚満足感に

ついて群間で比較 した。家事分担状況については 「共同」

「主に妻」「すべて妻」「夫婦間で葛藤(分 担の仕方が夫

婦間で合意されずそれを巡 って争いがある状態)」 の4

分類に評定 したところ,A一 致 ・均衡群では 「共同」

が50.0%,B一 致 ・夫上位群では 「すべて妻」が63.6%,

C不 一 致 ・均衡群では 「夫婦間で葛藤」が66.7%と 最 も

高い割合を占め,D不 一致 ・夫上位群では 「すべて妻」

(57.1%)と 「夫婦間で葛藤」(42.9%)が 共 に高い割合

を占めた(表5)。 また結婚満足感について は 「満足」

「不満足」「どちらでもない」の3分 類に評定したところ,

A一 致 ・均衡群では 「満足」が83.3%,B一 致 ・夫上位

群では 「どちらでもない」が54.5%,C不 一致 ・均衡群

では 「不満足」が83.3%,D不 一致 ・夫上位群でも同 じ

く 「不満足」が75.0%と 最 も高い割合を占めた(表6)。

以上より,家 事分担状況および結婚満足感では一部を除

いて群間に差が見出され,こ れらの類型の妥当性がほぼ

示 された。

ワーク・ファミリー ・コンフリク トへの対処,対 処後の

変化における4群 間の比較

Aか らDの4群 においてワーク ・ファミリー ・コン

フリク トに対 してどのような対処が用いられているかを

検討 した(表7)。 その結果,全 体的な特徴 として も見

られたサポー ト要請の高さは,4群 を通 して見られた。

そしてサポー ト要請以外の対処行動 として主に何を用い

るかについては,A一 致 ・均衡群では 「夫婦での対処」

(83.3%),B一 致 ・夫上位群では 「役割拡大」(54.5%),

C不 一致 ・均衡群では 「夫との家事分担調節」(83.3%)

と 「家庭領域での仕事量低減」(50-0%),D不 一致 ・夫

上位群では 「役割拡大」(62.5%)と 「家庭領域での仕

事量低減」(50.0%)と,群 ごとに異なっていた。

次に,そ れぞれの対処行動についての対処後の変化を

検討 した(表7)。 その結果,ほ とんどの対処行動にお

いて,対 処後の変化はネガティブなものよりポジティブ

な効果が多く報告された。群間の比較において大きな違

いを示したのは,B一 致 ・夫上位群 とD不 一致 ・夫上

位群における役割拡大についての対処後の変化であった。

B一 致 ・夫上位群においてはこの対処行動を用いた6人

中4人 が達成感というポジティブな効果を示 し,疲 労と

いうネガティブな結果を報告 したのは2人 であった。一

方D不 一致 ・夫上位群では役割拡大の対処行動を用い

た5人 すべてが疲労というネガティブな結果を報告 した。

4 群の特徴

最後に,夫 婦の関係性によって分類された4つ の群 ご

とにワーク ・ファミリー ・コンフリク トへの対処過程を

まとめ(表8),さ らに各群に該当する事例からのデー

タの引用を加えて,各 群の特徴を明らかにすることを試

みた。

A一 致 ・均衡群に分類 される"ほ んとに共通理解が

しているのか定かではないけれど,で もこんな風に思っ

てるだろうなと私は思うことがあるし,向 こうもそうやっ
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表7　 夫婦の関係性の4群 別対処行動と各対処ごとの対処後の変化

a) 数 字 は対処選択の人数を表 し重複回答を含む。括 弧内は各群 における出現率 を表 し,50%以 上 の割合 につ いて は太字で示す。
b) Psは ポジテ ィブ,Ngは ネガテ ィブ,naは 無回答 を示す。
c) 数 字は対処後の変化の人数を表す。例えばA群 では 「夫婦 の対処」 を行 った人 が10人 おり,こ のうち,対 処後の変化が 「スムー
ズな生 活」を示 した人が4人,「 夫への感謝」 を示 した人 が3人,「 新 たな夫婦 関係」 の問題 を示 した人が3人 であ った,と い う
ことを示す。

て思ってるだろうという感 じ"と いう夫婦 〔妻:40歳

教師(フ ルタイム),夫:40歳 地方自治体職員(フ ル

タイム),そ の他の同居家族員:長 男(13歳)・ 次男(12

歳)・ 三男(8歳)〕 は,家 事は"自 然 に分担 している

のもあれば,別 にはっきり境界はないけれどもできる者

がする"と いうように共同でされることが多く,結 婚満

足感 も高い。そしてワーク・ファミリー ・コンフリク ト

が生 じた時には,"家 庭での部分を夫に頼 って,時 間を

作って,そ して仕事の部分をする"よ うにした り,"夫

が忙 しい時なんかは,じ ゃあ頑張 ってこっちがやらなけ

ればいけないわみたいな時もあるし,私 が結構忙 しくて

夜遅 くなったりするときはもう完全に,父 子家庭みたい

になって"と いうように,夫 婦が互いに家庭役割を流動

的に調節するという夫婦での対処を行っている。そ して

対処の結果,生 活がスムーズになってポジティブな効果

を得ている。

― 83 ―



原 著 経営行動科学第16巻第2号

表8　 夫 婦 の 関 係 性 の4群 別 ワ ー ク ・フ ァ ミリー ・コ ンフ リク トへ の対 処 過 程

B一 致 ・夫上位群 に分類 され る"亭 主関白な"夫 と

"や っぱり女としてそういうこと(家 事)は やらないと

いけないかなっていう頭はあっだ 妻 という夫婦 〔妻:

28歳 会社員(パ ートタイム5日/週,7.5時 間/日),

夫:29歳 会社員(フ ルタイム),そ の他の同居家族員:

長男(8歳)〕 では,妻 の結婚満足感はあまり高くない。

そして,妻 のワーク ・ファミリー ・コンフリクトが生 じ

た時には,妻 が"仕 事をしている限りはやっぱり家の事

ができないといけないし,家 の事がおろそかになったら

やっぱり仕事 もできないしって思 って,や っぱりそれな

りにこう,自 分の中で両方とも"と いうように家庭役割

の遂行を第一として,母 親役割不達成の補償や役割拡大

という他者か らの要求を取 り込む形での対処行動をして

いる。この対処行動はよりエネルギーを使うものである

が,ネ ガティブな結果よりもポジティブな効果を示し,

対処に成功 していると言える。ただしその過程は"結 構

すごく大変だったのにどう過 ごしてきたのかなと(略)

全然覚えてなくで というように,意 識されず必死に経

過されたもののように見 られる。

C不 一致 ・均衡群に分類される"こ っちが忙 しそうに

いろいろ(家 事を)や ってるのに(夫 は自分からは何も

せず),‘ 見 てれば分かるじゃない'っ て言うんだけど,

(略)‘言 ってくれなきゃわかんない'っ て言 う","(夫

は)女 の人が働 くのはあまり(賛 成ではない)"と い う

夫婦 〔妻:32歳 地 方自治体職員(フ ルタイム),夫:

34歳 地方 自治体職員(フ ルタイム),そ の他の同居家

族員:長 女(8歳)・ 次女(6歳)・ 義父(60歳)・ 義

母(58歳)〕 では家事分担について も夫婦間で葛藤があ

り,妻 の結婚満足感は"例 えば別れる,(略)そ こまで

考えたことは1回 だけある"と いうように低いものであ

る。このような夫婦では妻のワーク ・ファミリー ・コン

フリク トが生 じた時に,"散 らかってたら`も うち ょっ

と片づけて'と か話をする"と いうように妻が夫 との家

事分担を調節する対処行動を行 うことが多い。そしてこ

の対処行動の結果,"ち ょっとぐらいはやって くれるよ

うになったから助かっだ と夫は少 し家事に参加するよ

うになり,一 時的に妻の家事負担は低減するとともに夫

婦間の葛藤 もおさまる。 しかし"だ けどそれだけ(略),

それで`僕 はやったんだ'っ て感 じで"と その状態が長

く保っ ことはなく,再 び葛藤状態になるという短期的な

効果である。ただしこの対処を繰 り返すうちに"全 然進

展はして… 少 しはありますよ"と,徐 々に夫婦間の葛

藤が減少 し,同 時に妻の家事負担も低減するという長期

的な効果を示 している。

D不 一致 ・夫上位群に分類 される"私 はす ごい仕事

が好 きで(略)で も夫が仕事をやめなさいみたいな考え

の人"と いう夫婦 〔妻:41歳 教師(フ ルタイム),夫:

50歳 自営業(フ ルタイム),そ の他の同居家族員:長

女(17歳)・ 長男(13歳)〕 では,家 事は主に妻のみが し

たり,夫 婦間で葛藤状態にあることが多 く,妻 は結婚不

満足を感 じることが多い。このような夫婦では,妻 にワー

ク ・ファミリー ・コンフリク トが生 じた時 に,妻 は

"(仕 事を)や らせてもらう代わりに迷惑かけないわ っ

ていう感じで(家 事を)が んばって しまった""相 手 を

変えることって難 しいか ら,自 分でやっちゃう"と 役割

拡大を したり,家 庭領域での仕事量低減をしたりして対

処 している。そ して この役割拡大の対処の結果は,疲 労

として報告されることが多いものであった。

考 察

本研究ではまず,共 働きの女性を対象にワーク・ファ

ミリー ・コンフリク トを整理 し,そ れへの対処行動を抽
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出した。

対象者によって語 られたワーク ・ファミリー ・コンフ

リク トは,表1で 示された通 りその種類に偏 りのあるも

のだった。特にワーク→ファミリー ・コンフリクトが63

報告 されたのに対 して,フ ァミリー→ワーク ・コンフリ

クトの報告は11で あるという結果は,女 性にとって仕事

役割と家庭役割の両立状況では"仕 事役割によって家庭

役割が阻害される"と 感 じることが多いことと示され,

これは金井(2002)と 同様の結果であった。この結果に

は,女 性は仕事役割よりも家庭役割に重要性や責任を感

じていること,ま たそもそもファミリー→ワーク・コン

フリクトはコンフリクト発生以前に家庭領域で対処され

ていることなどの背景が想定される。またこのようなワー

ク・ファミリー・コンフリクトへの対処行動のカテゴリー

を仕事領域と家庭領域という観点から見てみると,仕 事

領域での対処行動(仕 事領域での仕事量低減)が8件 報

告 されたのに対して,家 庭領域での対処行動(夫 婦での

対処,夫 との家事分担調節,家 庭領域での仕事量低減,

母親役割不達成の補償)は49件 報告されており,仕 事領

域よりも家庭領域の方が対処が行れやすいことが表され

ている。 これは,仕 事領域では個人と組織との間で労働

と賃金の交換による契約が成り立 っているのに対 して,

家庭領域では家族員の行動はより自由に操作 されるため

と考えられる。ワーク・ファミリー ・コンフリクトとそ

れへの対処行動に関する以上の結果より,ワ ーク→ファ

ミリー ・コンフリク トに対 して家庭領域での対処を試み

るケースの多いことが分かる。

次に,抽 出された個人の対処行動は,他 者巻き込み対

処,仕 事量低減対処,取 り込み対処の3つ にカテゴリー

化された。これらのカテゴリーはそれぞれHall(1972)

のType I～IIIの カ テゴリーと意味内容が重なる。すな

わち,他 者巻き込み対処はType I(構 造的な役割再定

義)と,仕 事量低減対処はType II(個 人内の役割再定

義)と,そ して取 り込み対処はType III(反 応 的な役割

行動)と それぞれ共通する意味内容を持っている。 した

がって,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリク トに対する個

人の対処は,欧 米圏と我が国とで同 じような様相を示す

と言えるだろう。

また,上 記のような個人の対処のみでな く夫婦で対処

が行われることが明らかになったことは,以 下の3点 で

注 目できる。第1に,ワ ーク・ファミリー・コンフリク

トは個人内における体験ではあるが,そ れは家族,特 に

その中核である配偶者にも影響を与えることが指摘 され

て お り(Hammmer,Allen,&Grigsby,1997;

Wirsma&VandenBerg,1991),そ れへの対処 とし

て,個 人的な対処のみでなく,夫 婦一体 としての対処が

行われていることが示されたことは興味深い。第2に,

従来のモデルでは個人のワーク ・ファミリー ・コンフリ

クトに対 して配偶者がサポー トを与えるというように,

サ ポー トを求める者とサポー トを与える者の方向性のあ

る二者関係 として とらえ られる ことが多 か ったが

(Aryee,1992;Burley,1995;Frone,Russel,&

Cooper;1997;Matsui et a1.,1995),本 研究の結果よ

り,夫 婦の一方から他方へのサポー ト機能だけでなく,

夫婦一体の対処行動の存在が明 らかとなった。そして第

3に は,夫 婦での対処は独自に検討されることが少ない

が(Stanfield,1998),今 回の調査で夫婦での対処が約

3割 の出現率で見出され,夫 婦での対処を検討すること

の重要性が示された。以上のように夫婦一体の対処行動

がワーク ・ファミリー ・コンフリク トへの有効な対処の

一っと示唆されたが
,そ の前提条件としては,夫 婦の関

係性において認識が一致 していること,勢 力が均衡であ

ることが少なくともあげられる。そ してその前提条件が

ない場合には,個 人的な対処に限られることとなる。ま

た,夫 婦の関係性の構成概念,そ の対処行動への影響過

程について,今 回の研究ではその概略を捉えるのみにと

どまった。今後さらなる検討が必要 と考えられる。

次に,夫 婦の関係性によって分類された4群 の対処行

動の選択について考察する。まず,夫 婦の関係性の違い

によらずサポート要請が一貫 して多く選択されているこ

とが注目される。ここから,夫 婦での対処がスムーズに

行われているような夫婦であっても,2人 のみでは解決

できない状況が出現したときには他のサポー トが有効で

あること,ま た元々夫婦での対処が不十分な夫婦でも他

に強力なサポーターがいれば妻はコンフリクト状況に対

処できることといった可能性が示 された。続いて,各 群

におけるサポート要請以外の対処行動の選択および対処

後の変化の特徴から,夫 婦の関係性がワーク・ファミリー・

コンフリクトへの対処にどのように影響を与えるかを考

察する。A一 致 ・均衡群では夫婦での対処が多い こと

から,認 識が一致 していて勢力が均衡である場合には夫

婦間で流動的に家事分担を調節 して対処する可能性が多

いことが示唆された。またB一 致 ・夫上位群では夫よ

り勢力が低いため,妻 は役割拡大という夫からの要求を

取 り込む形の対処を行うと推測される。 この役割拡大は

よりエネルギーを使 う対処ではあるが,お そらく認識が

一致 しているため
,そ の対処選択に困難を感 じるよりも

むしろ達成感を感 じると考えられる。C不 一致 ・均衡群

では勢力が均衡であるため,認 識が不一致なジレンマ状

態への解消を試みる夫との家事分担調節が選択されると

考えられる。ただ し夫との家事分担調節対処の効果は特

に結婚初期には短期的なものになりやすいため,対 処効
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果を補 うたあに仕事量を減 らす対処 も必要になっている

と推測される。そしてD不 一致 ・夫上位群では,不 一

致な状態であるが夫の勢力が上位なため,妻 は役割拡大

を してよりがんばったり,家 庭領域での仕事量低減をし

て手を抜いたりと,い ずれ も夫に働きかけない対処を駆

使 してコンフリク ト状況の解消を試みていると推測され

る。 しか しこの役割拡大は夫の要求を取 り込む対処であ

るが,そ の夫の認識が妻自身のものと不一致であるため,

妻 は不本意にも役割拡大をしていることとなり,そ れが

疲労という対処後の変化に現れていると考えられる。以

上から,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリクトへの対処行

動の選択について,認 識の一致性と勢力関係 という夫婦

の関係性がその規定要因として影響を与える場合のある

ことが示唆され,今 回導入された夫婦の関係性 という視

点の重要性が支持された。

最後に本研究の問題点と今後の課題について整理する。

まず本研究はいまだ仮説生成の段階であるため,今 回示

唆された仮説を今後実証的に検討することが必要 とされ

る。そのためには第1に,ワ ーク ・ファミリー ・コンフ

リク トへの対処行動,対 処後の変化,夫 婦の関係性の各

指標を信頼性 ・妥当性を備えた尺度 として構成すること,

第2に 幅広い属性のデータを得て,属 性による違いを整

理することが必要となる。

さらに,ワ ーク ・ファミリー ・コンフリクトのような

複雑な現象を検討するためには,今 回のような質的デー

タか ら仮説を導きだすといった方向の研究も引き続 き必

要であると考えられる。本研究では探索的に多様なサン

プルを扱 ったが,今 後は家族形態,コ ホー ト,就業形態

職種別などの詳細な検討が必要であろう。仮説を導 き出

す新たな視点 としては,時 系列に注目したもの,妻 のみ

ではなく夫,さ らには夫婦一対を対象にしたものが考え

られる。以上のような量的データと質的データの両面に

よるアプローチを用いて,実 際的な現象にそくしたモデ

ルを構成 していくことが,今 後の重要な課題である。
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